
【利用される方のために】 

 

Ⅰ 調査の方法について 

 １．調査の目的 

    我が国における工業の実態を明らかにする。 

 ２．調査の根拠 

    統計法に基づく基幹統計調査として、工業統計調査規則（昭和２６年通商産業省

令第８１号）によって実施される。 

 ３．調査の期日 

    毎年１２月３１日現在 

 ４．調査の範囲 

    日本標準産業分類による大分類Ｅ－製造業に属する事業所（国に属する事業所を   

除く）を対象とし、事業所単位で調査する。  

 ５．従業者３人以下の事業所の取り扱い 

    従業者３人以下の事業所は、「経済センサスー活動調査」において製造業の全数

調査を実施する予定となっています。 

 ６．調査の種類 

    （１）甲調査   調査期日現在において従業者３０人以上の事業所を対象 

    （２）乙調査   調査期日現在において従業者２９人以下の事業所を対象 

 ７．調査の方法 

    甲調査は調査票甲、乙調査は調査票乙を以て調査し、それぞれ自計申告による。 

 ８．申告義務者 

    製造業事務所の管理責任者とする。 

 ９．事業所の産業分類の格付けについて 

    一事業所内で複数の経済活動が行われている場合、その事業所がどの産業に属す   

るかは、主要業務による。すなわち、過去一年間の総出荷額の最も多い事業により

その事業所の産業を決定する。業種（産業中分類）の格付けについては、事業所の

製造品の品目のうち、製造品出荷額等が最も多い分類（品目番号上２けた）で決定

する。 

 

 



中分類番号 産業中分類 中分類番号 産業中分類

０９ 食料品製造業 ０９ 食料品製造業

１０ 飲料・たばこ・飼料製造業 １０ 飲料・たばこ・飼料製造業

１１ 繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く） １１ 繊維工業

１２ 衣服・その他の繊維製品製造業 １２ 木材・木製品製造業（家具を除く）

１３ 木材・木製品製造業（家具を除く） １３ 家具・装備品製造業

１４ 家具・装備品製造業 １４ パルプ・紙・紙加工品製造業

１５ パルプ・紙・紙加工品製造業 １５ 印刷・同関連業

１６ 印刷・同関連業 １６ 化学工業

１７ 化学工業 １７ 石油製品・石炭製品製造業

１８ 石油製品・石炭製品製造業 １８ プラスチック製品製造業（別掲を除く）

１９ プラスチック製品製造業（別掲を除く） １９ ゴム製品製造業

２０ ゴム製品製造業 ２０ なめし革・同製品・毛皮製造業

２１ なめし革・同製品・毛皮製造業 ２１ 窯業・土石製品製造業

２２ 窯業・土石製品製造業 ２２ 鉄鋼業

２３ 鉄鋼業 ２３ 非鉄金属製造業

２４ 非鉄金属製造業 ２４ 金属製品製造業

２５ 金属製品製造業 ２５ はん用機械器具製造業

２６ 一般機械器具製造業 ２６ 生産用機械器具製造業

２７ 電気機械器具製造業 ２７ 業務用機械器具製造業

２８ 情報通信機械器具製造業 ２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業

２９ 電子部品・デバイス製造業 ２９ 電気機械器具製造業

３０ 輸送用機械器具製造業 ３０ 情報通信機械器具製造業

３１ 精密機械器具製造業 ３１ 輸送用機械器具製造業

３２ その他の製造業 ３２ その他の製造業

新分類　平成２０年以降旧分類　平成１９年以前

　　　統合

　 一部移設

　 一部移設

　 一部移設

　 一部移設

　　  分割

　　  分割

　 一部移設

Ⅱ 平成２０年調査からの変更点について 

    平成２０年調査から日本標準産業分類第１２回改定（平成１９年１１月６日総務

省告示第６１８号）に伴い工業統計調査用産業分類を改定している。主な変更点は

以下のとおりである。 
  

 

 

 



２．集計項目の説明 
 （１）事業所数      平成２２年１２月３１日現在の数 

従業者数      平成２２年１２月３１日現在の数 
 
 （２）現金給与額     平成２２年１年間の現金給与の総額 
 
 （３）原材料使用額等   原材料使用額＋燃料使用額＋電力使用額＋委託生産費＋製

造等に関連する外注費＋転売した商品の仕入額 
                            （平成２２年１年間） 
    原材料使用額    主要原材料、補助材料、購入部分品、容器・包装材料、工

              場維持用の材料及び消耗品等の使用額 
              （原材料として使用した石炭・石油、及び下請け工場等に

              原材料を支給して製造加工を行わせた場合の支給原材料の

              額も含む） 
    電力使用額     購入した電力の使用額（自家発電は含まない） 
    委託生産費     原材料・中間製品を他企業の工場等に支給して、製造、加

              工を委託した場合のこれに支払った加工賃または支払うべ

              き加工賃 

    製造等に関連す   事業所収入（「製造品出荷額」、「加工賃収入額」及び「そ 

る外注費      の他の収入額」）に直接関連する外注費 

転売した商品の   実際に売り上げた転売品に対応する仕入額 

仕入額                     （平成２２年１年間） 

 
 （４）製造品出荷額等   製造品出荷額＋加工賃収入額＋製造工程から出たくず廃物

の出荷額＋「その他の収入額（修理料収入等）」    

              （平成２２年１年間） 
    製造品出荷額    工場出荷金額（同一企業に属する他の事業所へ引き渡した

              ものを含む） 
    加工賃収入額    他の企業の所有する原材料・中間製品を加工して引き渡し

              たものに対して受け取った加工賃又は受け取るべき加工賃 

    その他の収入額   修理料収入、販売電力収入、冷蔵保管料収入、転売収入、

「その他収入（建設業、サービス業収入等）」 
 
 （５）製造品・原材料・  事業所の所有に属するものを帳簿価額によって記入したも

   燃料の在庫額・  の（原材料を他に支給して製造される委託生産品も含む）

   半製品・仕掛品額 
 （６）有形固定資産    帳簿価額（帳簿価額によりがたいときは購入価額又は見積

              価額による） 
    建設仮勘定の        増加額 ― 減少額 
        年間増減             この勘定の借方   この勘定から他の勘定に 
                            に加えられた額     振り替えられた額  



 

    有形固定資産    有形固定資産の売却、撤去、滅失及び同一企業に属する 
        の除却額            他の事業所への引き渡し等の際、帳簿から除却された額 
 
 （７）製造品出荷額に   酒税・たばこ税・揮発油税・地方道路税の納付税額、又は

    含まれる内国消   納付すべき税額の合計 
費税額 

 
 （８）生  産  額 ＝ 製造品出荷額＋加工賃収入額＋（製造品年末在庫額－製造品

年初在庫額）＋（半製品・仕掛品年末在庫額－半製品・仕掛

品年初在庫額） 
    付加価値額 ＝ 製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）

＋（半製品・仕掛品年末在庫額－半製品・仕掛品年初在庫額） 
－原材料使用額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費 

税額）－減価償却額 
    粗付加価値額 ＝ 製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税

             額）－原材料使用額等 
 
 （９）原 材 料 率 ＝  原材料使用額等÷（製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－

製造品年初在庫額）＋（半製品・仕掛品年末在庫額－半製品・

仕掛品年初在庫額）－（内国消費税額＋推計消費税額））×１００  
    付加価値率 ＝  付加価値額 ÷（製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製 

造品年初在庫額）＋（半製品・仕掛品年末在庫額－半製品・ 

仕掛品年初在庫額）－（内国消費税額＋推計消費税額））×１００

    現金給与率 ＝  現金給与総額÷（製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製
             造品年初在庫額）＋（半製品・仕掛品年末在庫額－半製品・ 

       仕掛品年初在庫額）－（内国消費税額＋推計消費税額））×１００  
 
 （10）有形固定資産 ＝ 新規資産の取得額＋中古資産の取得額＋建設仮勘定の年間 

投資総額     増減 
 
 ３．記号及び注記 
 （１）統計表のうち「－」は該当なし、又は調査を行っていないもの。「０．０」は比

率０．１に満たないもの、「▲」はマイナスの数値を表している。 
 

 （２）「Ｘ」は１又は２（例外的に３以上）の事業所に関する数字であるため、これを

このまま掲げると個々の申告者の秘密が洩れるおそれがあるので、秘匿した箇所で

ある。ただし、指定統計調査の結果における従業者数の取り扱いについては、秘匿

を解除することができることとなったため、平成１６年調査の公表より従業者数の

秘匿を行っていない。 



 （３）各表中前年比、構成比については、小数点以下第２位を四捨五入した。したがっ

   て、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
 （４）表中の実数には、操業準備中、操業開始後未出荷、休業の事業所は含まれていな

い。 
 （５）この結果表は、平成２２年工業統計表によって、県が独自に集計したものであり、

   経済産業省が公表する数字と相違することがありうる。 
 
 ４．その他 
 （１）島原市及び深江町については、雲仙・普賢岳噴火に伴う災害のため、平成３年は

   調査をしていないので、統計数値には含まれていない。 
 （２）両市町を含む地域（県計、市郡計等）における各項目毎の平成３年の対前年比等

は、平成２年の数値より両市町の分を除いて計算した。 
 （３）両市町を含む地域（県計、市郡計等）における各項目毎の平成４年の対前年比等

は、平成４年の数値より両市町の分を除いて計算した。 
 （４）平成１４年調査から日本標準産業分類第１１回改定（平成１４年３月７日総務省

告示第１３９号）が実施され、「新聞業」及び「出版業」が『情報通信業』に、「も

やし製造業」が『農業』に『製造業』から移動し工業統計調査の対象外となった。

「電気機械器具」は「電気機械器具」、「情報通信機械器具」、「電子部品・デバ

イス」の３つに分割された。また、「武器製造業」は「その他の製造業」に統合さ

れた。このことから、平成１４年の対前年比等は平成１３年の数値より「新聞業」、

「出版業」を除いて計算した。 
 （５）平成１９年調査から、製造業の実態を的確に捉えるため、製造以外の活動を把握

する目的で、事業所全体の調査とした。このため、製造品出荷額等に「その他の収

入額（転売収入・その他収入）」、原材料使用額等に「製造等に関連する外注費」、

「転売した商品の仕入額」を調査項目として追加した。このため、時系列に不連続

を生じるが、本調査結果においては、製造業の実態をありのままに公表する観点か

ら、調査によって得られた数値のまま掲載している。 
（６）文中及び表中の市町名、郡名及び集計数値については、調査期日の平成２２年 

   １２月３１日現在の市町別、郡別によるものである。 

  注）平成２２年との比較のため平成２１年の佐世保市は江迎町および鹿町町の数値 
     を含んでいる。 

 

 
＊    この結果表に関する照会は下記へお願いします。     ＊ 
＊     長崎県県民生活部統計課商工勤労統計班            ＊ 
＊    〒８５０－８５７０ 長崎市江戸町２番１３号      ＊ 
＊    代表電話 (０９５)８２４－１１１１ 内線２２２６     ＊ 

＊     直通電話  (０９５)８９５－２２２６ (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)        ＊ 
＊     Ｆ Ａ Ｘ  (０９５)８９５－２５６５          ＊ 


